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(単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 11,553,849

①生活インフラ・国土保全 21,048,041 (2) 長期未払金

②教育 9,710,902 ①物件の購入等

③福祉 2,221,442 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 130,573 ③その他

⑤産業振興 2,302,706 長期未払金計 0

⑥消防 313,163 (3) 退職手当引当金 2,176,612

⑦総務 4,723,823 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 40,450,650 固定負債合計 13,730,461

(2) 売却可能資産 174,703

公共資産合計 40,625,353 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 985,529

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 1,162,676 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 125,893

投資及び出資金計 1,162,676 流動負債合計 1,111,422

(2) 貸付金 335

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 14,841,883

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 824,400

③土地開発基金 234,321

④その他定額運用基金 40,818 [純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 6,059,794

基金等計 1,099,539

(4) 長期延滞債権 200,861 ２　公共資産等整備一般財源等 30,683,056

(5) 回収不能見込額 △ 68,264

投資等合計 2,395,147 ３　その他一般財源等 △ 5,542,095

３　流動資産 ４　資産評価差額 △ 498,633

(1) 現金預金

①財政調整基金 1,925,584 純　 資　 産　 合　 計 30,702,122

②減債基金 120,559

③歳計現金 447,637

現金預金計 2,493,780

(2) 未収金

①地方税 45,006

②その他 1,566

③回収不能見込額 △ 16,847

未収金計 29,725

流動資産合計 2,523,505

資　　産　　合　　計 45,544,005 負 債 ・ 純 資 産 合 計 45,544,005

貸借対照表
（平成２７年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0
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※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 26,401,154 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 12,539,378 千円 12,539,378 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 9,785,589 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 1,899,575 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 2,176,612 千円 2,176,612 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円 千円

　基金等将来負担軽減資産 21,481,086 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 3,673,081 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 2,362,356 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 15,445,649 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 4,920,068 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は8,914,752千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は37,769,634千円です。

1,333,785

98,104

0

[内訳]

負債計上 注記

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち9,032,743千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが
　　　見込まれているものです。

項　　目 金　額
【（翌年度償還予

定）地方債・（長期）
未払金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

9,785,589

0

1,899,575

0

1,175,862

0

0

135,400

125,244

4,099,235

0

176,249

431,789

896,792

212,836

2,770,654

4,099,235

2,153,017
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　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額 （構成比率） 生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能

見込計上額
その他

（１）人件費 2,057,918 19.1% 120,556 398,453 305,196 114,983 164,821 57,821 756,941 139,147

（２）退職手当引当金繰入等 △ 13,401 -0.1% △ 561 △ 2,666 △ 2,043 △ 770 △ 1,016 △ 387 △ 5,026 △ 932

（３）賞与引当金繰入額 125,893 1.2% 5,268 25,053 19,190 7,230 9,541 3,636 47,226 8,749

小　　計 2,170,410 20.2% 125,263 420,840 322,343 121,443 173,346 61,070 799,141 146,964

（１）物件費 1,657,990 15.4% 68,653 530,500 261,918 211,856 142,061 19,749 410,787 12,466

（２）維持補修費 161,667 1.5% 127,902 15,189 4,371 8,205 411 4,995 594

（３）減価償却費 1,413,551 13.1% 733,667 302,276 101,520 5,168 158,452 28,390 84,078

小　　計 3,233,208 30.0% 930,222 847,965 367,809 217,024 308,718 48,550 499,860 13,060

（１）社会保障給付 1,638,397 15.2% 15,144 1,621,744 1,509

（２）補助金等 1,681,693 15.6% 66,580 69,739 82,888 673,876 225,310 323,523 239,279 498

（３）他会計等への支出額 1,694,658 15.7% 500,657 1,125,525 8,241 58,645 1,590

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

195,202 1.8% 51,766 8,698 99,378 35,360

小　　計 5,209,950 48.4% 567,237 84,883 2,881,923 692,324 383,333 325,113 274,639 498

（１）支払利息 133,988 1.2% 133,988

（２）回収不能見込計上額 14,655 0.1% 14,655

（３）その他行政コスト

小　　計 148,643 1.4% 133,988 14,655

10,762,211 1,622,722 1,353,688 3,572,075 1,030,791 865,397 434,733 1,573,640 160,522 133,988 14,655

（　構　成　比　率　） 15.1% 12.6% 33.2% 9.6% 8.0% 4.0% 14.6% 1.5% 1.2% 0.1%

　【経常収益】 一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 221,002 34,984 10,476 103,944 1,763 6,819 18,542 1,789 42,685

２ 分 担 金 ・ 負 担 金・ 寄附 金 ｃ 147,453 58,253 1,409 10,600 6,264 39,797 160 28,635 2,335

368,455 93,237 11,885 114,544 8,027 46,616 160 47,177 1,789 45,020

ｄ／ａ 3.4% 5.7% 0.9% 3.2% 0.8% 5.4% 0.0% 3.0% 1.3%

10,393,756 1,529,485 1,341,803 3,457,531 1,022,764 818,781 434,573 1,526,463 160,522 132,199 14,655 △ 45,020

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（ 差 引 ） 純 経 常 行 政 コ ス ト ａ － ｄ

行政コスト計算書
自　平成２６年４月 １ 日
至　平成２７年３月３１日

経 常 行 政 コ ス ト ａ

人に
かかる
コスト

物に
かかる
コスト

移転
支出的な
コスト

その他の
コスト
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（単位：千円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 30,739,144 5,149,478 31,026,076 △ 4,958,043 △ 478,367

純経常行政コスト △ 10,393,756 △ 10,393,756

一般財源

地方税 3,463,152 3,463,152

地方交付税 3,911,493 3,911,493

その他行政コスト充当財源 894,487 894,487

補助金等受入 2,304,516 447,003 1,857,513

臨時損益

災害復旧事業費 △ 195,313 △ 195,313

公共資産除売却損益 870 870

投資損失 △ 2,205 △ 2,205

その他の臨時損益

科目振替

公共資産整備への財源投入 839,288 △ 839,288

公共資産処分による財源増 △ 4,731 4,731

貸付金・出資金等への財源投入 25,173 △ 25,173

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 65,474 65,474

減価償却による財源増 △ 228,995 △ 1,184,556 1,413,551

地方債償還に伴う財源振替 666,342 △ 666,342

資産評価替えによる変動額 △ 20,266 △ 20,266

無償受贈資産受入

その他（過年度誤謬修正） 692,308 △ 619,062 △ 73,246

期末純資産残高 30,702,122 6,059,794 30,683,056 △ 5,542,095 △ 498,633

純資産変動計算書
自　平成２６年４月 １ 日
至　平成２７年３月３１日
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（単位：千円）

人件費
物件費
社会保障給付
補助金等
支払利息
他会計等への事務費等充当財源繰出支出
その他支出

支  出  合  計
地方税
地方交付税
国県補助金等
使用料・手数料
分担金・負担金・寄附金
諸収入
地方債発行額
基金取崩額
その他収入

収  入  合  計
経常的収支額

公共資産整備支出
公共資産整備補助金等支出
他会計等への建設費充当財源繰出支出

支  出  合  計
国県補助金等
地方債発行額
基金取崩額
その他収入

収  入  合  計
公共資産整備収支額

投資及び出資金
貸付金
基金積立額
定額運用基金への繰出支出
他会計等への公債費充当財源繰出支出
地方債償還額
長期未払金支払支出

支  出  合  計
国県補助金等
貸付金回収額
基金取崩額
地方債発行額
公共資産等売却収入
その他収入

収  入  合  計
投資・財務的収支額

翌年度繰上充用金増減額
当年度歳計現金増減額
期首歳計現金残高
期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成２６年度における一時借入金の借入限度額は800,000千円です。
③ 支払利息のうち、基金の繰替運用利子は242千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債償還額（元利償還額）
　財政調整基金等積立額
　　 基礎的財政収支

642,638
447,637

14,535,981

△ 1,712,647

2,719,304
530,000

14,437,548
1,143,513

294,711

△ 195,001

542,116
1,009,525

1,997,711

215,474

4,731
24,285

244,490
△ 1,753,221

12

3,619,678
545,650

2,223,518
103,391
431,058

3,303,617
△ 316,061

３　投資・財務的収支の部

150,550
295,508

5,566

198,211
26,947

437,680
495,786
563,525
446,719

10,987,874
1,874,281

２　公共資産整備収支の部
3,418,910

195,202

1,758,866

1,638,397
1,752,237

134,230

資金収支計算書
自　平成２６年４月　１日
至　平成２７年３月３１日

１　経常的収支の部
2,409,778
1,657,990

1,163,970
356,991

9,113,593
3,449,349
3,610,791
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貸借対照表の年度間比較

平成26年度 平成25年度 増減 増減率(%） 増減理由

１．公共資産 406億2,535万円 386億6,153万円 19億6,382万円 5.1 　「公共資産」→前年度比19億6,382万円の増（+5.1％）となっています。

１(１)．有形固定資産 404億5,065万円 384億6,597万円 19億8,468万円 5.2

　・生活インフラ・国土保全 210億4,804万円 210億2,529万円 2,275万円 0.1

　・教育 97億1,090万円 98億1,708万円 △1億618万円 △ 1.1

　・福祉 22億2,144万円 22億4,292万円 △2,148万円 △ 1.0

　・環境衛生 1億3,057万円 1億3,574万円 △517万円 △ 3.8

　・産業振興 23億271万円 23億4,687万円 △4,416万円 △ 1.9

　・消防 3億1,316万円 3億2,175万円 △859万円 △ 2.7

　・総務 47億2,383万円 25億7,632万円 21億4,751万円 83.4 　市民センター整備等により21億4,751万円の増（+83.4％）となっています。

１（２）．売却可能資産 1億7,470万円 1億9,556万円 △2,086万円 △ 10.7

　・売却可能資産 1億7,470万円 1億9,556万円 △2,086万円 △ 10.7

２．投資等 23億9,515万円 25億68万円 △1億553万円 △ 4.2 　前年度比1億553万円の減（△4.2％）です。

　
　・投資及び出資金 11億6,267万円 11億4,226万円 2,041万円 1.8

　・貸付金 34万円 6,515万円 △6,481万円 △ 99.5

　・基金等 10億9,954万円 11億5,331万円 △5,377万円 △ 4.7

　・長期延滞債権 2億86万円 2億973万円 △887万円 △ 4.2

　・回収不能見込額 △6,826万円 △6,977万円 151万円 2.2

３．流動資産 25億2,351万円 29億4,841万円 △4億2,490万円 △ 14.4

　・現金・預金 24億9,378万円 29億2,383万円 △4億3,005万円 △ 14.7

　・未収金 2,973万円 2,458万円 515万円 21.0

資産合計 455億4,401万円 441億1,062万円 14億3,339万円 3.2 ○「資産合計」は14億3,339万円の増（+3.2％）です。

１．固定負債 137億3,046万円 122億3,796万円 14億9,250万円 12.2 　前年度比14億9,250万円の増（+12.2％）です。

　・地方債 115億5,385万円 98億2,008万円 17億3,377万円 17.7 　市民センター整備事業等への起債の借入れのため，17億3,377万円の増（+17.7％）となっています。

　・長期未払金 0.0

　・退職手当引当金 21億7,661万円 24億1,788万円 △2億4,127万円 △ 10.0

　・損失補償等引当金 0.0

２．流動負債 11億1,142万円 11億3,351万円 △2,209万円 △ 1.9 　前年度比2,209万円の減（△1.9％）です。

　・翌年度償還予定額 9億8,553万円 10億952万円 △2,399万円 △ 2.4 　翌年度償還予定元金の減により，2,399万円の減（△2.4％）となっています。

　・未払金 -

　・賞与引当金 1億2,589万円 1億2,399万円 190万円 1.5

負債合計 148億4,188万円 133億7,147万円 14億7,041万円 11.0 ○「負債合計」は14億7,041万円（+11.0％）の増です。

１．公共資産等整備国県補助金等 60億5,980万円 51億4,948万円 9億1,032万円 17.7

２．公共資産等整備一般財源等 306億8,306万円 310億2,608万円 △3億4,302万円 △ 1.1

３．その他一般財源等 △55億4,210万円 △49億5,804万円 △5億8,406万円 △ 11.8

４．資産評価差額 △4億9,863万円 △4億7,837万円 △2,026万円 △ 4.2

純資産合計 307億213万円 307億3,915万円 △3,702万円 △ 0.1 ○「純資産の部」は3,702万円の減です。　

　土地開発公社への貸付金の回収により，貸付金で6,481万円の減（△99.5％）となっているほか，都市
整備基金の取り崩し等により基金等で5,377万円の減（△4.7％）となっています。

勘 定 科 目

［
資
産
の
部

］

［
純
資
産
の
部

］

［
負
債
の
部

］

　平成26年度中の資産の売却等により，前年度比2,086万円の減（△10.7％）となっています。

　前年度比19億8,468万円の増（+5.2％）です。全体的に減価償却が進み，資産が減少していますが，総
務の分野において施設整備等により大幅に増加しています。

　歳計現金で1億9,500万円の減，財政調整基金で△2億3,508万円の減となっています（△14.7％）。

　新陳代謝に伴う一般会計対象職員数の減（前年度比△3人）及び退職手当支給率の引下げ（基本額
部分H25比△6％）等により，前年度比2億4,127万円の減（△10.0％）となっています。
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区　　　　分 平成26年度 構成比(%) 平成25年度 構成比(%) 増減 増減比（％）

生活インフラ・国土保全 210億4,804万円 52.0 210億2,529万円 54.8 2,275万円 0.1

（うち道路・橋りょう） (130億927万円) (32.2) (129億8,213万円) (33.7) (2,714万円) (0.2)

（うち公園） (30億8,525万円) (7.6) (32億1,557万円) (8.4) (△1億3,032万円) (△4.1)

（うち住宅） (15億1,389万円) (3.7) (15億3,578万円) (4.1) (△2,189万円) (△1.4)

（うち河川・下水路等） (34億3,963万円) (8.5) (32億9,181万円) (8.6) (1億4,782万円) (4.5)

教 育 97億1,090万円 24.0 98億1,708万円 25.5 △1億618万円 △ 1.1

（うち小学校） (47億2,328万円) (11.7) (48億851万円) (12.4) (△8,523万円) (△1.8)

（うち中学校） (27億9,466万円) (6.9) (28億7,189万円) (7.5) (△7,723万円) (△2.7)

（うち社会教育・体育施設等） (21億9,296万円) (5.4) (21億3,668万円) (5.6) (5,628万円) (2.6)

福 祉 （ 福 祉 施 設 等 ） 22億2,144万円 5.5 22億4,292万円 5.8 △2,148万円 △ 1.0

環 境 衛 生 （ 授 産 施 設 等 ） 1億3,057万円 0.3 1億3,574万円 0.4 △517万円 △ 3.8

産 業 振 興 （ 労 働 施 設 等 ） 8,831万円 0.2 9,445万円 0.2 △614万円 △ 6.5

産業振興（農林道、水路等） 18億8,111万円 4.7 19億397万円 4.9 △2,286万円 △ 1.2

産 業 振 興 （ 観 光 施 設 等 ） 3億3,329万円 0.8 3億4,845万円 0.9 △1,516万円 △ 4.4

消 防 （ 防 火 水 槽 等 ） 3億1,316万円 0.8 3億2,175万円 0.8 △859万円 △ 2.7

総 務 （ 市 庁 舎 等 ） 47億2,383万円 11.7 25億7,632万円 6.7 21億4,751万円 83.4

0.0 0.0 #DIV/0!

合計 404億5,065万円 100.0 384億6,597万円 100.0 19億8,468万円 5.2

有形固定資産の行政目的別割合及び年度間比較
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行政コスト計算書の年度間比較

平成26年度 平成25年度 増減

(1) 人件費 20億5,792万円 19億6,963万円 8,829万円 4.5 67,178円 63,586円 3,592円 職員人件費＋7,782万円によるものです。

(2) 退職手当引当金繰入等 △1,340万円 2億1,535万円 △2億2,875万円 △ 106.2 △437円 6,952円 △7,389円 退職手当引当金△2億4,127万円によるものです。

(3) 賞与引当金繰入額 1億2,589万円 1億2,399万円 190万円 1.5 4,109円 4,003円 106円

21億7,041万円 23億897万円 △1億3,856万円 △ 6.0 70,850円 74,541円 △3,691円

(1) 物件費 16億5,799万円 16億3,516万円 2,283万円 1.4 54,123円 52,788円 1,335円

(2) 維持補修費 1億6,167万円 1億8,770万円 △2,603万円 △ 13.9 5,277円 6,060円 △783円 道路維持補修費△2,972万円によるものです。

(3) 減価償却費 14億1,355万円 14億879万円 476万円 0.3 46,143円 45,480円 663円

32億3,321万円 32億3,165万円 156万円 0.0 105,543円 104,328円 1,215円

(1) 社会保障給付 16億3,840万円 15億3,550万円 1億290万円 6.7 53,483円 49,571円 3,912円 臨時福祉給付金＋8,056万円及び子育て世帯臨時特例給付金＋3,158万円によるものです。

(2) 補助金等 16億8,169万円 14億9,376万円 1億8,793万円 12.6 54,896円 48,223円 6,673円
みやぎ県南中核病院企業団負担金＋3,719万円及び（仮称）仙南クリーンセンター負担金＋1億
9,062万円によるものです。

(3) 他会計等への支出額 16億9,466万円 17億2,538万円 △3,072万円 △ 1.8 55,320円 55,701円 △381円
公共下水道事業特別会計繰出金△8,681万円，国民健康保険事業特別会計繰出金＋1,974万円，介護
保険特別会計繰出金＋1,651万円及び後期高齢者医療特別会計繰出金＋576万円によるものです。

(4)
他団体への
　公共資産整備補助金等 1億9,520万円 1億1,372万円 8,148万円 71.6 6,372円 3,671円 2,701円

介護基盤緊急整備特別対策事業費補助金等＋5,176万円及び平成26年大雪に伴う被災農業者向け経営体育成
支援事業費補助金＋5,199万円によるものです。

52億995万円 48億6,836万円 3億4,159万円 7.0 170,071円 157,166円 12,905円

(1) 支払利息 1億3,399万円 1億4,897万円 △1,498万円 △ 10.1 4,374円 4,809円 △435円

(2) 回収不能見込計上額 1,465万円 691万円 774万円 112.0 478円 223円 255円

1億4,863万円 1億5,588万円 △725万円 △ 4.7 4,852円 5,032円 △180円

107億6,221万円 105億6,486万円 1億9,735万円 1.9 351,316円 341,066円 10,250円

「人にかかるコスト」…行政サービスを担う市職員及び議員・委員等に要する費用です。

「物にかかるコスト」…市が最終消費者となっている費用です。減価償却費もここに含まれます。

「移転支出的なコスト」…他の人や団体に移転（補助等）して効果が出てくるような費用です。

「その他のコスト」…上記のコストに属さない費用で、支払利息等を計上しています。

平成26年度 平成25年度 増減

16億2,249万円 17億6,217万円 △1億3,968万円 △ 7.9 52,964円 56,888円 △3,924円 公共下水道事業特別会計繰出金△8,681万円及び道路維持補修費△2,972万円によるものです。

13億5,259万円 13億960万円 4,299万円 3.3 44,153円 42,278円 1,875円

35億7,123万円 33億1,210万円 2億5,913万円 7.8 116,577円 106,925円 9,652円
介護基盤緊急整備特別対策事業費補助金等＋5,176万円，国民健康保険事業特別会計繰出金＋1,974万円，介護保険特別会計
繰出金＋1,651万円，臨時福祉給付金＋8,056万円及び子育て世帯臨時特例給付金＋3,158万円によるものです。

10億3,047万円 8億1,501万円 2億1,546万円 26.4 33,639円 26,311円 7,328円
みやぎ県南中核病院企業団負担金＋3,719万円及び（仮称）仙南クリーンセンター負担金＋1億
9,062万円によるものです。

8億6,498万円 8億9,719万円 △3,221万円 △ 3.6 28,236円 28,964円 △728円

4億3,457万円 4億5,089万円 △1,632万円 △ 3.6 14,186円 14,556円 △370円

16億3,657万円 16億8,927万円 △5,270万円 △ 3.1 53,423円 54,535円 △1,112円

1億6,014万円 1億7,275万円 △1,261万円 △ 7.3 5,228円 5,577円 △349円

1億4,863万円 1億5,588万円 △699万円 △ 4.5 4,860円 5,032円 △172円

107億6,221万円 105億6,486万円 1億9,735万円 1.9 351,316円 341,066円 10,250円

※平成26年度の1人当たりは、平成27年3月31日現在の角田市住民基本台帳人口30,634人で算定

※平成25年度の1人当たりは、平成26年3月31日現在の角田市住民基本台帳人口30,976人で算定

  (6) 消防

  (7) 総務

  (8) 議会

  (9) その他

行政コスト合計

増減理由

  (1) 生活インフラ・国土保全

  (2) 教育

  (3) 福祉

  (4) 環境衛生

  (5) 産業振興

目的別コスト 平成26年度 平成25年度 増減 増減率(%)
（参考）市民一人当たりの経常行政コスト

移転
支出的な
コスト

小計

その他の
コスト

小計

行政コスト合計

物に
かかる
コスト

小計

性質別コスト 平成26年度 平成25年度 増減 増減率(%)
（参考）市民一人当たりの経常行政コスト

増減理由

人に
かかる
コスト

小計
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